






















SBIグループの創業20周年（2019年3月期）から創業25周年
（2024年3月期）における成長スピードは、それ以前に比べて
明らかに加速しています。このわずか5年間で、当社グループ
の顧客基盤は2,520万件から5,050万件へと2倍に、連結収益
は3,514億円から1兆2,105億円と3.4倍、純資産は4,567億
円から1兆2,622億円と2.8倍になりました。

こうした急成長の根幹にあるのが、1999年の創業以来貫い
てきた経営理念と事業構築の基本観です。中でも、「顧客中心
主義」の徹底と、「企業生態系」の形成とシナジーの徹底追求、
といった事業構築の基本観は、過去5年間の急成長の主要因
と捉えています。創業当時、日本ではインターネットはまだ普及
が進んでいませんでしたが、情報産業である金融とインター
ネットの親和性を確信した私は、「インターネットを用いて顧客
中心のサービスを提供し、そのサービスを消費者、投資家に安
く提供し社会に貢献すること」を志の一つとして抱き、SBIグ
ループを創業しました。以来、私たちは常に「顧客中心主義」に
立ったサービスを徹底追求するとともに、当社グループを互い
に作用しあう組織や個人の基盤によって支えられた経済共同

体である「企業生態系」として作り上げることで、単一の企業で
は成し得ない相乗効果と相互進化を生み出しながら、他の企
業ではなし得ないスピードで成長を遂げてきました。

更に、急成長のもう一つの要因として、アナログからデジタ
ルへの時代の潮流に乗じて、徹底的にデジタル技術を導入し
た新たな戦略と戦術を駆使してきたことが挙げられます。当社
グループは事業構築の基本観の一つに「革新的技術に対する
徹底的な信奉」を掲げ、グループ内のベンチャーキャピタル機
能を活かし、革新的技術を有するベンチャー企業への投資を
通じてその時々の先端技術をグループ内に取り込み、活用する
ことで競争力の強化に繋げてきました。そして近年では、AIや
ブロックチェーン等のデジタル技術の進化を逸早く察知し、従
来の伝統的金融とデジタル金融が融合する新時代の到来を見
据え、早期からデジタルスペース生態系の構築に取り組んで
きました。

こうした当社グループの理念や事業構築の基本観に基づく
取り組みが多くのお客さまの支持を得て、5,400万件超という
圧倒的な規模の顧客基盤を築くことができたと考えています。

CEOメッセージ

時流を捉えた経営戦略を加速させる

SBIグループはこの度、創業30周年を迎える2029年3月期を見
据えた、新たな中期ビジョンを策定しました。具体的な目標値とし
て、グループ顧客基盤1億件（2025年3月期 5,442万件）、連結税
引前利益5,000億円（2025年3月期 2,823億円）、このうち海外
事業の割合が30％※（2025年3月期 約17％）、ROE15％（2025

年3月期 12.8％）と意欲的な目標を掲げています。しかしながら、
当社グループの進化し続ける企業生態系をベースに、これまでに
積み上げてきた顧客基盤、事業資産、資金調達力を徹底的に活
用することで、本目標は十分に達成可能だと考えています。

新中期ビジョンの達成に向けては、「縁と善の好循環」とい

う経営思想に基づく、グループ内の各企業生態系の進化と融
合が肝要であると考えています。仏教の基本思想に「縁起：す
べての現象は相互に依存して生じる」という教えがあります
が、これは当社グループの思想形成にも活用されています。当
社グループでは各事業において「企業生態系」を構築し、企業
生態系内の各社がシナジーを働かせることで相互に成長した
結果、各々の企業生態系が進化を遂げました。今後はそれら
生態系同士が「融合」し、様々な化学変化を起こすことで、全体
としてのグループ企業生態系はより高い次元に進化すると考
えています。

創業20周年から25周年で飛躍的な成長を遂げたSBIグループ

創業30周年に向けた新中期ビジョンの策定
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CEOメッセージ

社会の発展に貢献し続ける企業グループとして

「世のため人のためになる」企業であり続けたい

SBIグループを立ち上げた48歳のとき、私は「理念なき企業は
凡庸であり、結果を伴わない理念を掲げた企業は無能である。
時宜にかなった施策を実現していってこそ長期的繁栄に繋が
る」と自分を鼓舞し、中国古典を中心とする数多くの文献を渉猟
することで、当社グループの経営理念と事業構築の基本観を創
り上げました。それ以来、「顧客中心主義」の徹底によって消費
者や社会など様々なステークホルダーのためになる活動を行う
ことで、「公益は私益に繋がる」を具現化し、当社グループの発
展に結び付けてきたと自負しています。企業は一時的な利益を

追い求めるのではなく、「徳業」を行うのでなければ、長期的な
存続はあり得ません。「世のため人のため」になる企業こそがサ
ステナブルな企業であると私は考えています。

当社グループは、2025年日本国際博覧会（大阪・関西万
博）において、大阪府・市・2025年日本国際博覧会大阪パビリ
オン推進委員会が出展する「大阪ヘルスケアパビリオン Nest 

for Reborn」に協賛・出展しましたが、本件は当社グループの
あり方を世の中に広く知らせる良い機会となるものと考えてい
ます。当社グループでは、ベンチャーキャピタルファンド等を通

SBIグループでは、今後更なる成長を遂げるべく、新たにメ
ディア領域への進出、およびIT・金融を融合した「ネオメディア
生態系」の構築を目指すことを発表しました。

この背景には、数年前から米国においてメディアとIT、金融
の融合が急速に進んでいることがあります。メディアと金融は
いずれも情報流通のハブとしての役割を有していますが、「デ
ジタル金融」や「AI」といった新技術の勃興が両者をより強固
に結び付けようとしています。そのため、米国では金融機関が
買収や新規立ち上げによって自らメディアを運営したり、IP

（知的財産）を保有する企業に投資を行うなどの動きが活発化
しています。またメディア企業においても、金融企業との提携
を通じて、金融機能を統合しようとする動きが進んでいます。

当社グループは、多様な金融サービスを展開する中で培っ
た国内最高峰の質・量を誇る金融データや、5,400万件超の
顧客基盤、デジタルスペース生態系を通じたデジタルチャネル
での情報拡散力といった、メディア領域で事業展開する上での
戦略的な強みを既に有しています。これらの強みを生かしつ
つ、ジョイントベンチャー設立やM&Aも活用し、IPと高度な制

作機能に情報発信と金融機能を組み合わせた「ネオメディア
生態系」を構築することがグループ全体に新たな成長をもたら
すと判断しました。

2025年5月には、メディア事業を統括するSBIネオメディア
ホールディングスを立ち上げました。同社においては、自社メ
ディアの立ち上げやタレントエージェンシー・広告代理店機能
およびIPの保有・創出・制作機能等の提供に注力する方針で
す。また、1,000億円規模のコンテンツファンドの立ち上げを予
定しており、同コンテンツファンドとも連携して、国内外の有力
IPの取得および自社創出を目指します。

ネオメディア生態系の構築は、当社グループが推進する地
方創生戦略においても重要な役割を果たすと考えています。
当社グループは地方紙やローカル局などの地域メディアと連
携し、日本の各地域で埋もれてしまっている魅力的なコンテン
ツに関する情報発信を促すことで、地域活性化を支援するこ
とを目指していきます。また、メディア事業では当社グループ
の海外26ヵ国・地域に広がるグローバルネットワークやアラ
イアンスネットワークが活用できると考えています。

メディア領域への進出とネオメディア生態系の構築
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ステークホルダーからの成長期待に 
応え続ける企業であるために

2025年3月期末における当社の株価純資産倍率（PBR）は0.95

倍となり、2023年3月期末の0.70倍から年々改善傾向にありま
す。これは単に収益性の向上のみならず、SBI証券の「ゼロ革命」
の成果とそれに伴うグループ全体の顧客基盤の拡大や、公的資
金返済に目途が付いたSBI新生銀行の金利上昇局面における成
長性、またグローバルに市場拡大が期待される暗号資産事業の
成長性等を市場からご評価いただいた結果と分析しています。

当社のPBRが安定的に1倍を超える状態とするために、今後
もSBIグループでは、資本収益性の維持・向上に加えて、株主・
投資家の皆さまに将来への期待感を持っていただけるような
事業運営を目指していきます。そうした観点から、事業ポート
フォリオの入れ替えにも注力していきたいと考えており、2025

年4月には、韓国三大生命保険の一つである教保生命保険を当
社の持分法適用関連会社とするとともに、同社に対して当社の
連結子会社である韓国のSBI貯蓄銀行の一部株式を譲渡する
ことを決定しました。これによって、教保生命保険の利益の一部
を取り込みつつ、当社グループのSBI貯蓄銀行に対する投資

（約1,230億円）の一部回収（約900億円）を実現することとな
ります。また、SBI貯蓄銀行に関しては、最終株式譲渡実行日

（2026年10月30日予定）以降も、当社の持分法適用関連会社
となる予定であり、かつ当社グループが同行の経済的持分の
70％を保有することで教保生命保険と合意しているため、当社
は同行の利益の7割を取り込むことが可能になります。こうした
経営戦略の遂行に加え、グループ子会社の上場による潜在価
値の顕在化等を通じて、当社グループに対する株主・投資家の
皆さまの期待感を高めていきたいと考えています。

また、株式市場からの適正な評価を得るためには、非財務情
報を含めた情報開示の拡充と、株主・投資家の皆さまとの積極
的な対話が重要であると考えています。個人投資家の皆さまに
対しては、社長の北尾や経営層がスピーカーとなり、個人株主向
け説明会や株主向け経営近況報告会を年間計7回開催するな
ど、積極的な情報発信を行ってきました。とりわけ個人の株主・
投資家の皆さまの多くは当社グループのサービスをご利用いた
だくお客さまでもあることから、グループ全体の経営戦略は元よ
り、提供する価値についてご説明することにも力点を置いており、
そうした場で得られたご意見をグループ経営に反映しています。
機関投資家や格付機関等の皆さまに対しては、社長の北尾のほ
か、IR管掌役員やグループCFOなどがスピーカーとしてIR面談

等を実施しています。面談を通じて得られたご意見は経営陣に
定期的に共有し、事業運営の参考とさせていただいています。

財務健全性と成長の両立を図る

SBIグループはこれまでも、中長期の成長機会を得るべく先行
投資を断続的に実行しており、今後も手を緩めることなく投資
し続ける方針です。こうした状況下にある当社グループの財務
戦略では、「財務健全性」と「連続的な成長」をいかに両立させる
かが至上命題であると考えています。特に、グループの成長に合
わせて投資案件当たりの投資金額も拡大しており、国内金利が
上昇局面にあることも踏まえると、グループの資金需要を予測
し、常に先んじて手当てを施していくことが重要です。

資金調達の多様化については従前から取り組んできました
が、昨今ではリテール債の発行実績が積み上がっています。リ
テール債は個人投資家が対象となるため、一般的には金利の水
準やネームバリュー等で投資判断が行われる傾向があります
が、当社はSBI新生銀行のグループ入りやSBI証券の「ゼロ革
命」等によって社会的に認知度が高まったこと等が奏功して、
1,700億円規模のリテール債を適切な金利で発行することがで
きました。この他、取引銀行や社債投資家の方 と々引き続き良好
な信頼関係を構築しており、安定的な調達環境を整備できてい
るものと認識しています。

また、直近の資金調達という点では、2025年5月に発表したNTT

（株）との資本業務提携は当社にとって重要な案件です。本提携を
通じて、当社は2025年7月にNTT（株）から8.19％（約1,100億
円）の出資を受けたほか、当社の持分法適用関連会社であった住
信SBIネット銀行の全持分（2025年3月末時点の議決権所有割
合：34.19％）をNTT（株）子会社の（株）NTTドコモへ売却するこ
とを決定しました。当社は本件を通じて約3,000億円の資金を得
ることとなりますが、本資金の一部については、当社が2025年7月
31日に実施した、SBI新生銀行の公的資金の残額約2,300億円
を返済した件においても、その返済原資に充当しており、今後も当
社が成長に向けた積極的な投資を継続する上で、財務健全性の
維持に大きく貢献すると考えています。

またキャッシュ・アローケーションについては、成長投資と株
主還元の2点が大きな割合を占めています。成長投資について
は、既存事業の成長を加速させるような投資に加えて、グルー
プの中核事業である金融事業と親和性の高い新領域へ進出す
るための投資を今後も続けていきます。足元ではメディア事業

CFOメッセージ
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SBIグループのサステナビリティ

「世のため人のため」となる革新的な事業を創造していく

利益が社会正義に合致しているか

企業を取り巻くステークホルダー（利害関係者）とは、顧客、株主 

の皆さまや従業員だけではありません。これらに加え、一般消費
者、取引先、あるいは広く地域社会などによって構成されています。

だからこそSBIグループは、企業の社会性を強く認識し、社会
の維持・発展に貢献しなければなりません。そして本業の事業活
動を通じて社会に貢献することを第一の目標とするのは当然とし
て、より直接的にも社会に貢献するような戦略を構築し実践する
ことで、企業の社会性は持続的に高まると考えています。こうし
た認識のもと、事業を営んでいく過程で、社会的信用を獲得して
いくことが不可欠です。当社グループは創業以来、「顧客中心主
義」の徹底という基本観に基づき徹底的に顧客志向型の事業を
行うとともに、世の中の不条理な部分とされる様々な社会課題を
特に金融面で変革し、新たな付加価値を創出し続けてきました。

これからも当社グループは、「事業とは真に徳業であり、かつ
時流に乗って長期に亘り顧客に便益を与え続け、同時に企業と
して様々なステークホルダーとの調和というものを為し得ねば
ならない」という考えのもと、近未来の社会課題を踏まえた金融
分野および非金融分野での事業戦略を展開していきます。

SBIグループのマテリアリティ

SBIグループのフィロソフィ（経営理念、事業構築の基本観、企業
文化のDNA）を踏まえ、これからも社会に対して新たな価値を創
造し続ける企業グループであるために、当社グループが取り組む

べき重要課題として2022年にマテリアリティを特定し、2023年
には目標（KPI）を定め、各取り組みを推進してきました。

サステナビリティ推進体制

業務執行取締役で構成され代表取締役社長を委員長とする「サ
ステナビリティ委員会」を当社取締役会の下に設置しています。
同委員会は、原則年2回以上開催し、SBIグループの経営戦略の
一環として、サステナビリティに関する戦略的な取り組みを議論
し決定するだけでなく、取り組み状況の確認・審議を行い、その内
容を必要に応じて年に2回以上、取締役会に報告しています。ま
た、同委員会での審議を経て決定されたサステナビリティ施策を、
同委員会の事務局を担う「サステナビリティ推進室」を通じて、グ
ループ各社に連携し当社グループ全体に展開・推進しています。

このように、当社は社会課題の解決による持続可能な社会の
実現と、持続的な企業価値向上の両立に向けた適切な体制を
整え、施策の更なる実効性を確保しています。なお、サステナビ
リティ委員会は、2024年度においては2回開催しています。

常に時流を捉えて、「世のため人のため」となるような革新的な事業を創造することが、創業時からの私たちの変わらぬ想いで
す。同時に企業は社会の一構成要素であり、社会に帰属しているからこそ存続できるという考えのもと、社会の維持・発展に絶え
ず貢献することを目指してきました。このような方針のもと、SBIグループでは5つの経営理念を起点として、事業構築の基本観
に基づいて事業を展開しています。そして、事業を通じて社会課題の解決に貢献することで、社会と当社グループの持続可能
性・成長性の確保に努めることが、当社グループのサステナビリティの根幹にある考え方です。

マテリアリティの特定プロセス

取締役会

サステナビリティ委員会（委員長：代表取締役社長）

サステナビリティ推進室（委員会事務局）

グループ各社

重要案件の付議、報告

協議・報告指示・監督

指示・監督

連携

  中長期的な社会動向、国際的な
枠組み・ガイドライン、SBIグルー
プの方向性等を踏まえて社会課
題を抽出。

STEP 

1 社会課題の抽出

  社会にとっての影響度やステークホルダー
（株主・顧客・取引先・従業員・地域社会／
NPO）からの意見などに基づいて、社会的
要請と経営的要請の観点で「ステークホ
ルダーにとっての重要性」を評価。
   「経営理念」や「事業構築の基本観」「企業
観」および社内の主要部署へのヒアリング
に基づき「SBIグループの事業との関連性

（重要度）」を評価。

STEP 

2 社会課題の重要性評価

  STEP2の評価結果をもとに、サステナビ
リティ推進室にて「課題解決に向けてど
のような貢献が可能か」「課題解決に向
けた取り組みが中長期的なグループ戦
略とアラインするか」等の妥当性の観点
から各事業の該当施策と照らし、優先的
に取り組むべき重点分野および重要課
題をマテリアリティ案として策定。

STEP 

3
優先的に取り組むべき 
重要課題案を策定

  代表取締役社長が委員長を務め
るサステナビリティ委員会で議
論を経て決定。サステナビリティ
委員会での決定事項については
取締役会への報告も実施。

STEP 

4
経営層による 
議論と決定
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持続的成長を支える経営基盤の強化・拡充

コーポレート・ガバナンス体制
当社は、組織形態として監査役会設置会社を選択しており、取
締役会および監査役会を設置しています。当社の取締役会は独
立社外取締役7名を含む取締役15名（2025年6月27日現在）
で構成され、経営の妥当性の監督強化を行っています。取締役
会は原則として月1回開催し、重要事項の決定、業務執行状況
の監督を行っています。業務執行に関しては、社長の他副社長、
専務等を含む業務執行取締役に加え、取締役に並ぶ専門性や
識見を有する執行役員18名があたっており、業務執行取締役・
執行役員並びに取締役会の機能・責任を明確にするとともに、
急激な経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる体制を整
えています。

一方、監査役は取締役の職務執行を監査すること等により、
社会的信頼に応える良質なコーポレート・ガバナンス体制を確
立する責務を負っています。監査役は独立社外取締役や会計
監査人等との連携を確保し、より実効性の高いコーポレート・
ガバナンス体制の実現を図っています。

取締役会および監査役会については、人種・国籍・性別等を 

問わず、当社のコーポレート・ガバナンス体制の強化に資する 

高度な専門的知識を有する多様な人材で構成することとしてい
ます。  P.42

取締役会の実効性の向上
1. 分析・評価の方法
2025年2月から3月にかけて全ての取締役および監査役を対象
に、取締役会の実効性に関するセルフアセスメントを実施しま
した。このセルフアセスメントの結果とともに、2025年3月開催
の取締役会における議論も踏まえ、取締役会の実効性に関する
分析・評価を行いました。

 取締役会等の機関設計・構成

 取締役会の運営

  取締役会の議題・審議・ 
意思決定

 取締役会による監督体制

  株主その他ステークホルダー
との関係

 その他

 自己評価

実効性評価における評価項目

2. 分析・評価結果の概要等
当社の取締役会は、業務執行と監督機能の適切なバランスの
下で有効に機能しており、その実効性が確保されていると評価
されました。

一方で、ESG・SDGsを組み入れた戦略議論が進んできている
中、昨今はこれらの観点への捉え方の変化が見られるため、その
趨勢を見極めながらの対応が必要との意見が得られました。

定例取締役会開催回数 13回

独立社外取締役の取締役会への平均出席率 100%

社外監査役の取締役会への平均出席率 100%

監査役会開催回数 16回

社外監査役の監査役会への平均出席率 100%

2025年3月期の主な取り組み実績
 国内普通社債発行の件
 公的資金返済に係る確定返済スキームに関する合意書締結の件
 コーポレート・ガバナンス基本方針改定の件
  情報システム管理規程およびグループ情報セキュリティ規程一
部改正の件

 投資家等とのコミュニケーションの状況に関する報告の件
 サステナビリティ関連の取り組み状況に関する報告の件 

取締役会における主な検討内容

非財務活動報告

意思決定の透明性・公正性を確保しつつ、経営環境の変化にも迅速に対応できる組織体制を構築し、 

企業価値向上に向け適切なコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

形態 監査役会設置会社

取締役の員数（うち独立社外取締役） 15名（7名）

取締役の任期 1年

取締役の平均年齢 59.5才

監査役の員数（うち社外監査役） 4名（2名）

独立役員として届出を行っている役員数 9名

経営諮問委員会の員数（うち独立社外取締役） 9名（7名）

報酬決定における独立社外取締役の関与（有／無） 有

コーポレート・ガバナンス体制の概要（2025年6月27日現在）
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役員区分 報酬等の総額 
 （百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）固定報酬 賞与 退職慰労金

取締役（社外取締役を除く） 741 231 510 — 8

監査役（社外監査役を除く） 18 18 — — 2

社外役員 129 112 17 — 9

少数株主保護およびグループ経営の考え方
SBIグループは事業領域が多岐にわたることから、一部の投資
家から全体像の理解が難しいといった声が寄せられています。
その声への解として、子会社の新規株式公開を推進し、各事業
体の事業価値を明らかにすることで、当社グループ全体の企業
価値の顕在化を図っています。グループ各社は、株式公開によっ
て資本調達力を高めるとともに、財務面での強化が可能となり、
自立できるものと考えています。

一方で少数株主の保護に向けては、当社グループではグルー
プ各社の経営の独立性を尊重し、徹底した利益相反管理を行う
観点から、アームズ・レングス・ルールに則って公正で合理的な
取引を確保しています。

例えば、当社グループでは各上場子会社と経営管理契約を締
結し、主に連結業績管理や他社との業務提携、投資有価証券

（政策保有に係るもの）の取得・処分に関する事項を含む適時開
示事項などの報告のみを受ける体制を敷いています。この他、同
子会社に対しては当社グループのレピュテーションを毀損する
恐れがある場合に、当社が調査権を有する旨を定めていますが、
当社としては各上場子会社の独立性を尊重し、経営管理は委ね
ています。

また当社グループは、複数の上場会社に出資し、持分法適用
関連会社としていますが、これらは基本的に資本業務提携を実
施する中で、出資規模の関係で持分法適用関連会社となったも
のです。こうした背景を有する上場関連会社各社の経営に対す
る当社の意見表明は、基本的に株主総会における議決権行使
を通じて実施することとし、各社の経営の自主性・独立性を尊重
しています。

内部統制システムの整備
当社はコーポレート・ガバナンスを充実させるためには内部統制
システムの整備が重要であると考え、内部統制システムの整備
に向けては、法令遵守や倫理的行動が当社の経営理念の実現
の前提であることを、代表取締役（最高倫理責任者）を通じて全
役職員に徹底しています。

コンプライアンス上の課題・問題を把握するため、取締役会の
決議によってコンプライアンス担当役員を定め、その直轄にコン
プライアンス部門としてグループガバナンス・コンプライアンス
部を設置しています。

また、当社グループにおける法令・定款違反行為その他コンプ
ライアンスに関する重要な事実を発見した場合に報告すること
ができるよう、取締役会の決議により執行機関から独立した組
織である内部監査部門や監査役に直接通報を行うためのグ
ループ共通の内部通報制度（窓口）を整備しています。本制度

（窓口）は、派遣労働者を含む当社グループの労働者（退職日か
ら1年以内を含む）や役員、および業務委託等で当社グループの
業務に携わる関係者が24時間・365日利用可能であり、イント
ラネットへの掲示（日本語および英語）などによってグループ内
への周知を図るとともに、通報を行ったことを理由に不利益が生
じないよう通報者の保護を徹底しています。

事業活動に関しては、その全てのプロセスにおいて、法令遵守
はもちろん、契約や規約等に則した運営を徹底するべく、複数の
部門による相互牽制体制を設けてコンプライアンスを最大限重
視する体制を整えています。そして、役職員のコンプライアンス
関連知識の向上および意識喚起に向けては、行動指針として

「SBIグループ・コンプライアンス行動規範」を定めるとともに、
毎年eラーニング等を通じて定期的にコンプライアンス研修を
実施しています。

更には、コンプライアンス担当役員およびコンプライアンス
部門が、当社グループ各社の担当者と共同で、グループ全体で
の情報交換を行う会議を定期的に実施しています。また、年に
2回コンプライアンス・セルフアセスメントを実施しており、自社
の業務運営のみならず、外部委託先の定期評価も合わせて
行っています。

企業倫理に関する考え方
金融に携わる者は高い倫理的価値観が常に要請されることか
ら、SBIグループは経営理念の第一に「正しい倫理的価値観を
持つ」を掲げ、高い倫理的価値観を全ての役職員に醸成すべく、

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数（2025年3月期）

Environment（環境） Social（社会） Governance（ガバナンス）
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社内教育・定期的な研修を通じて、グループ内全体に啓蒙して
います。例えば、上級管理職を目指す社員に対しては、SBI大学
院大学の人間学（人間力を磨く学問）を中心とした科目の受講

（約1年間）・修了を上級管理職への昇格要件としています。

腐敗防止に向けた取り組み
SBIグループでは、「SBIグループ・コンプライアンス行動規範」
において「インサイダー取引の禁止」「政治・行政との公正かつ
透明な関係性の構築」「反社会的勢力排除」「マネー・ローンダ
リングの防止」等を明確に宣言するとともに、「SBIグループ 贈
収賄・腐敗行為防止方針」を策定するなど、腐敗防止に取り組
んでいます。

役職員による顧客や取引先との接待、金品の贈答および受贈
については、全役職員向けに企業倫理上の規程や接待・贈答等
の運用に関するガイドラインおよび取引先や公務員等との交流
に関する規程を定めるとともに、研修等を通じて、贈収賄や腐
敗・汚職防止の周知徹底を図っています。

政策保有株式の保有方針と保有状況
当社は、SBIグループの事業発展と当社の企業価値向上に貢献
する事業提携や協業等を行う際、それにより相手方の企業価値
の向上も見込まれるといった合理性がある場合には、将来の株
式売却による利益獲得を視野に相手方の株式を取得し保有す
ることがあります。そのため取締役会では、個別の上場政策保有
株式について、その保有目的と合理性を毎年検証しています。具
体的には、株式の保有が相手先との関係の維持・強化に寄与し
ているかといった定性面、および配当金や相手先が関連する取
引からの収益が、当社の資本コストに見合ったものかといった定
量面からの精査を行い、総合的に勘案して保有の合理性が認め
られない場合には、原則として保有株式の売却を進めます。

当社は、政策保有株主が存在する場合に、当該企業と会社や
株主共同の利益を害する経済合理性を欠くような取引は行いま
せん。また、当該政策保有株主からその株式の売却の意向が示

された場合には、取引縮減の示唆等により売却を妨げることは
行わず、適切に対処することを基本方針としています。

なお2025年3月末時点では上場政策保有株式の保有はあり
ません。また、当社グループの主要事業の一つであるベンチャー
キャピタル事業において、ベンチャーキャピタルファンド等を通
じて出資したベンチャー企業の保有株式は全て、当社の連結財
政状態計算書上、営業投資有価証券に計上されています。

内部監査
当社は、取締役会の決議により執行機関から独立した組織であ
る内部監査部門を設置しています。同部門は、会社に価値を付
加し、会社の業務を改善することを目的とした、独立にして公正
かつ客観的な、内部監査（アシュアランス業務およびアドバイザ
リー業務）を行います。ガバナンス、リスクマネジメントおよびコ
ントロールの各プロセスの有効性をリスクベースで評価、改善
するための、体系的で専門職として規律ある手法を用いて、会
社が目標を達成するのを支援し、監査の結果抽出された課題に
ついて、改善に向けた提言やフォローアップを実施しています。
監査結果は個別の監査終了後遅滞なく、代表取締役および社
外取締役が出席する取締役会に報告されるほか、監査役にも
報告されています。

内部監査部門は、監査に関する専門知識を有する部長およ
び部員で構成されており、内部監査の実施、内部統制報告制
度の評価および内部通報の受付・調査を行っています。内部監
査部長および内部監査部員は、内部監査以外の業務・役割を
兼務しておらず、組織上の独立性および専門職としての客観性
を維持しています（内部監査部長が内部監査以外の役割・責
任を担う場合は、当該業務の監査は、独立した者のもとで行わ
れます）。

監査の実施に際しては、内部監査人協会（IIA）の「専門職的
実施の国際フレームワーク」（IPPF）をはじめとする一般的な内
部監査の基準等に準拠またはそれらを参照したうえで、役職員
の他必要に応じて外部専門家等の助力を得て行っています。

内部監査体制

持株会社（SBIホールディングス）

代表取締役・取締役会 監査役（会）

グループ会社

内部監査部

監査

情報共有報告報告

監査

監査
業務部門

SBIグループ

非財務活動報告
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リスク管理の三本柱
こうした大局観のある総合的なリスク管理のために、「ヒート
マップ」「ストレステスト」「リスク点検会議」を管理手法の三本
柱として活用しています。

ヒートマップは、グループ会社から各種定量的なリスク指標
や定性的なリスク情報を吸い上げた結果を、グループの観点で
俯瞰的に図示化したものです。リスク点検会議や、グループ会
社からの各種リスク状況報告等に基づき、定期的に作成してい
ます。

ストレステストは、主に定量的なリスク管理が可能な分野に
ついて、ストレスシナリオ下でどのような財務損失が生じ得るか
を試算したものです。

リスク点検会議は、重点モニタリング対象のグループ会社を
選定の上、各社と個別に対話し、リスクを具体的に把握するほ
か、その低減のため、内部管理態勢にかかるアドバイスやサポー
トを行うことで、グループ会社を支援しつつグループが抱えるリ
スクを低減させる取り組みです。前者2つが大局的・俯瞰的な管
理目線の取り組みであることに対し、リスク点検会議は、個別的
でミクロな観点の取り組みです。

これらを複合的に組み合わせることで、大局的でダイナミック
でありながら、個別の課題も漏らすことないリスク管理が可能
になると考えています。

SBIグループのサイバーセキュリティ
SBIグループのサイバーセキュリティ体制
当社グループでは、サイバーセキュリティを経営上の最重要課
題の一つと捉え、「グループ情報セキュリティ規程」および「SBI

グループセキュリティスタンダード」を定めています。更に2023

年には、生成AIの利用に伴う機密情報等の保護およびセキュリ
ティ確保を図るため、「SBIグループ 生成AI利用ガイドライン」
を設け、定期的に見直しを行っています。

サイバーセキュリティ体制は、情報セキュリティ担当役員をグ
ループ情報セキュリティ管理責任者とし、IT統括部が核となっ
てグループ横断的な情報セキュリティ施策を実施しています。
更に、IT統括部を事務局としてSBIグループCSIRT（Computer 

Security Incident Response Team）を設置しており、グ
ループ内の情報セキュリティ管理責任者や有識者が参加する
連絡会を毎月開催し、最新の脅威動向把握によるセキュリティ
インシデントの未然防止や、被害極小化等のレジリエンスの高
度化に努めています。また、グループ全体でのサイバーセキュリ
ティの底上げを図るべく、サイバーセキュリティ連絡会を年に 

4回開催し、グループ各社の情報セキュリティ責任者間で情報

共有を図っています。
インシデントが発生した場合には、サイバー攻撃への対処な

どIT分野に特化して対応するIT統括部と、リスク全般を管理す
るグループリスク管理統括部が共同で対応を行い、多層的かつ
総合的なセキュリティ管理の強化を図っています。両部門は隔
週で情報を共有するなど、日常的に密接な連携を行っていま
す。なお、取締役会への報告も定期的に行っています。

サイバーセキュリティ強化に向けた人材育成
当社グループでは役職員それぞれにセキュリティ対策の教育プ
ログラムを実施しており、経営層に対しては外部有識者を招聘
し研修を実施する他、取締役会においても定期的に議論を行っ
ています。グループ子会社のシステム運用管理・担当者に対し
ては、外部講師によるセミナーを定期的に開催する他、サイ
バーセキュリティに関する専用の情報共有ポータルを通じて、
会社の規模や分野によって偏りがちな知識の平準化を行ってい
ます。全従業員に対してはeラーニングを毎年必修とし、倫理観
の醸成や知識の共有化を図っています。

サイバーセキュリティの整備
規模や成熟度が様々な会社が存在する当社グループでは、サイ
バーセキュリティに関する体制や人的リソース、知識の蓄積等
の状況が不均衡である場合があり、その平準化を図ることを課
題と捉えています。近年では、国家支援型の脅威アクターによる
サイバー攻撃が国際的に顕在化しており、特に金融セクターが
標的となるケースが増加しています。当社グループでは、こうし
た高度で巧妙な脅威に対しても迅速に対応できるよう、脅威イ
ンテリジェンスの導入やゼロトラストといわれる考え方を取り
入れたグループ共通のセキュリティプラットフォームを構築し、
各社のインシデントの予兆やそのリスクに対して機動的に対応
できる環境を整備しています。こうした管理体制整備は、非連続
の成長を続ける当社グループのサイバーセキュリティ体制構築
に有効な方法であると認識しています。インシデントの予兆を
察知するべく定常的なモニタリングを行いながら、DDoS攻撃
やランサムウェア攻撃、情報漏洩およびマルウェア感染などに
迅速に対応できるよう、検知および監視を強化するとともに、こ
うした当社の取り組みをグループ全体へ横展開することで対策
の徹底を図っています。

このような取り組みが評価され、（一社）日本IT団体連盟が
2025年1月9日に公表した「サイバーインデックス企業調査
2024」において、「優れた取組姿勢および情報開示が確認でき
た企業」にも認定されています。

Environment（環境） Social（社会） Governance（ガバナンス）
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（3月31日に終了した会計年度） 単位 2016 2017

営業収益／収益※1 百万円 261,744 261,939   

税引前利益 百万円 52,227 43,139   

親会社の所有者に帰属する当期利益 百万円 34,115 32,455   

資産合計 百万円 3,126,784 3,850,001   

親会社の所有者に帰属する持分 百万円 371,590 377,992   

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 32,478 △ 17,952     

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 11,179 2,437         

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 76,230 159,467   

現金及び現金同等物の期末残高 百万円 248,050 391,572  
※1  2016年3月期より、収益項目について「営業収益」と「その他の金融収益」の区分をやめ、これらを一本化して「収益」として表示しています。 

2015年3月期は営業収益を記載しています。

税引前利益

金融サービス事業 百万円  50,458  48,853   

アセットマネジメント事業 百万円  17,996  13,940   

バイオ・ヘルスケア&メディカルインフォマティクス事業 百万円 △ 6,572 △ 9,574     

その他 百万円 △ 835 △ 830     

消去又は全社 百万円 △ 8,820 △ 9,250     

金融サービス事業 百万円 ̶ ̶
資産運用事業 百万円 ̶ ̶
PE投資事業 百万円 ̶ ̶   

暗号資産事業 百万円 ̶ ̶  

次世代事業 百万円 ̶ ̶     

消去又は全社 百万円 ̶ ̶     

2015年3月期～2021年3月期においてセグメント変更を行っているグループ会社がありますが、上記数値は当該会計年度における公表数値を使用しており、連続性がない場合があります。
2023年3月期から5つの事業セグメントを新たな報告セグメントとしております。なお、2022年3月期についても変更後のセグメント構成に合わせて組み替えています。
2024年3月期までPE投資事業に含めていたSBIリーシングサービスについては、2025年3月期第１四半期連結累計期間より金融サービス事業に含めています。このため、2024年3月期についても 
2025年3月期のセグメント構成に合わせて組み替えています。
2025年4月より投資事業はPE投資事業へと名称を変更しております。

親会社所有者帰属持分比率 ％ 11.9 9.8

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） ％ 9.0 8.7

1株当たり親会社所有者帰属持分（BPS） 円 1,792.08 1,856.47

基本的1株当たり当期利益（親会社の所有者に帰属）（EPS） 円 160.83 159.38

1株当たり配当金 円 45.00 50.00

株価収益率（PER） 倍 7.11 9.74

株価純資産倍率（PBR） 倍 0.6 0.8

PER＝各期末当社東証株価終値÷基本的1株当たり当期利益（親会社の所有者に帰属）
PBR＝各期末当社東証株価終値÷1株当たり親会社所有者帰属持分
なお、2025年3月期末株価終値は3,983円。

従業員数 人 5,480 4,455

配当金総額 百万円 9,393 10,153

自己株式取得額※2 百万円 5,000 8,000

総還元額 百万円 14,393 18,153
※2  株主還元の一環として、当該決算期の業績に付随して実施した自己株式取得額を記載しています。 

なお上記とは別に、2018年3月期に9,519百万円、2019年3月期に10,000百万円の自己株式を取得しておりますが、これらは株主還元を目的として実施したものではないことから、ここでは記載していません。

配当性向 ％ 28.0 31.4  

総還元性向 ％ 42.2 55.9

10年間の連結財務サマリー
国際会計基準（IFRS）
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2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

 337,017 351,411 368,055 541,145 763,618 956,977 1,210,504 1,443,733

 71,810 83,037 65,819 140,380 412,724 102,140 141,569 282,290

 46,684 52,548 37,487 81,098 366,854 35,445 87,243 162,120

 4,535,964 5,034,124 5,513,227 7,208,572 17,838,200 22,301,975 27,139,391 32,113,430

 427,815 456,675 451,476 562,116 924,603 1,016,112 1,262,209 1,261,408

 △ 33,235 △ 71,665 26,849 △ 178,403 △ 314,046 960,743 1,345,740 1,508,745

 7,881 △ 54,731 △ 70,887 △ 82,071 1,838,517 △ 1,075,054 △ 65,116 △ 1,060,455

  74,575 407,746 181,626 210,822 163,302 810,425 29,172 445,892

 437,148 713,974 843,755 802,702 2,499,370 3,200,916 4,580,335 5,500,548

   

     63,888 66,568 53,379 85,755 ̶ ̶ ̶ ̶
     56,491 51,107 35,165 84,853 ̶ ̶ ̶ ̶

  △ 37,252 △ 19,179 △ 11,431 △ 8,630 ̶ ̶ ̶ ̶
  △ 1,328 △ 6,912 △ 1,771 △ 10,595 ̶ ̶ ̶ ̶

  △ 9,989 △ 8,547 △ 9,523 △ 11,003 ̶ ̶ ̶ ̶
̶ ̶ ̶ ̶ 301,725 152,040 172,918 225,369

̶ ̶ ̶ ̶ 3,810 10,123 4,843 5,447

̶ ̶ ̶ ̶ 136,457 △ 16,661 △ 17,729 67,188

̶ ̶ ̶ ̶ 3,518 △ 18,429 8,428 21,220

̶ ̶ ̶ ̶ △ 20,308 △ 3,253 △ 4,952 △ 9,944

̶ ̶ ̶ ̶ △ 12,478 △ 21,680 △ 21,939 △ 26,990

 

9.4 9.1 8.2 7.8 5.2 4.6 4.7 3.9

11.6 11.9 8.3 16.0 49.4 3.7 7.7 12.8

1,937.72 2,000.82 1,955.91 2,297.87 3,770.84 3,731.17 4,181.45 4,162.73

220.54 231.43 163.18 339.78 1,498.55 133.87 316.43 536.09

85.00 100.00 100.00 120.00 150.00 150.00 160.00 170.00

11.03 10.66 9.67 8.83 2.07 19.60 12.49 7.43

1.3 1.2 0.8 1.3 0.8 0.7 0.91 0.95

5,391 6,439 8,003 9,209 17,496 18,756 19,097 19,156

 18,711 22,984 23,077 29,324 36,770 40,847 47,499 51,505

 0 19,427 0 0 0 0 0 0

18,711 42,412 23,077 29,324 36,770 40,847 47,499 51,505

   

 38.5 43.2 61.3 35.3 10.0 112.0 50.6 31.7

40.1 80.7 61.6 36.2 10.0 116.7 54.4 31.8
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単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

銀行口座数 万口座 393 451 535 614 726 825
デジタルバンク事業の口座数 万口座 393 449 508 532 567 597
BaaS事業の口座数 万口座 ̶ 2 27 81 158 227

預金残高合計※11 億円 53,923 62,938 71,158 79,777 94,658 98,216
住宅ローン実行額※12 億円 8,504 8,565 12,392 14,852 17,386 19,361
BaaS事業の提携パートナー数 社 ̶ 2 5 10 20 22

銀行（住信SBIネット銀行）

単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

保有契約数（SBI損保）※13 千件 1,091 1,137 1,172 1,204 1,268 1,325
保有契約数（SBI生命）※14 千件 189 248 316 397 524 627
保有契約数※15、16 千件 801 942 976 999 1,025 1,040
コンバインド・レシオ（SBI損保） ％ 103.2 86.6 88.7 89.9 92.8 91.2
 正味損害率 ％  85.5 68.3  68.7 70.8 73.4 73.3
 正味事業費率 ％  17.7 18.3 20.0 19.1 19.4 17.9
責任準備金の残高（SBI損保） 百万円 15,255 18,262 17,702 18,098 19,153 20,489
ソルベンシー・マージン比率（SBI生命） ％ 957.6 898.1 821.3 915.7 828.8 849.5
総資産（SBI生命） 百万円  119,095 124,035 123,640 119,369 133,823 136,390
責任準備金の残高（SBI生命） 百万円 86,202 90,918 90,724 90,283 92,005 91,383

保険（SBIインシュアランスグループ各社）

※  1 持分法による投資利益（SBIホールディングス取込ベース／IFRS）の値を掲載しています。
※  2 SBIインシュアランスグループおよびその傘下保険会社における税引前利益の単純合算です。
※  3 2020年3月期からSBIネオモバイル証券（2024年1月9日、SBI証券と合併）、2021年3月期からSBIネオトレード証券、2022年3月期からはFOLIOの数値を合算しています。
※  4 2023年3月期からみなし廃止口座を除外した口座数で算出しています。2023年12月末までの口座数は各社ジュニアNISA口座を含みます。
※  5 日本銀行「資金循環統計」をもとに、預り資産残高÷家計金融資産残高（上場株式）にて算出しています。
※  6 2021年3月期からSBI証券、SBIネオトレード証券の合算値です。
※  7 個人委託（信用）売買代金÷｛個人株式委託（信用）売買代金（東証プライム、グロース等）＋ETF/REIT売買代金｝にて算出しています。
※  8 集計対象は新規上場企業の国内引受分で、追加売出分と海外は含んでいません。
※  9 SBI FXトレード、SBI証券の口座数の合算値です。
※10 リテール預金、法人預金の合計値です。
※11 住信SBIネット銀行（単体）の数値です。
※12  実行額は、住信SBIネット銀行が販売する住宅ローン（「住宅ローン（WEB申込コース）」、「住宅ローン（対面相談コース）」「提携住宅ローン」）、BaaS事業を含む提携先各社が同社の銀行

代理業者として販売する住宅ローン、「フラット35」、同社が三井住友信託銀行（株）の銀行代理業者として販売していた住宅ローン（「ネット専用住宅ローン」）、同社子会社の株式会社優良
住宅ローンの各融資実行額の合算値です。

※13 保有契約数には、団体がん保険の被保険者数を含んでいます。
※14 保有契約数には、団体信用生命保険の被保険者数を含めています。
※15  SBIいきいき少額短期保険、SBI日本少額短期保険、SBIリスタ少額短期保険、SBIプリズム少額短期保険、SBI常口セーフティ少額短期保険、SBIペット少額短期保険（2024年7月に住

生活少額短期保険より商号変更）の6社の保有契約数の合計値です。
※16 2020年3月期よりSBIプリズム少額短期保険、2021年3月期よりSBI常口セーフティ少額短期保険、2024年3月期よりSBIペット少額短期保険の保有契約数を含んでいます。

単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

リテール口座数 千口座 ̶ ̶ 3,050 3,161 3,533 3,876
口座数純増数 千口座 ̶ ̶ ̶ 111 372 343

預金残高合計※10 億円 ̶ ̶ 63,980 99,822 115,449 146,666
預貸率 ％ ̶ ̶ 81.9 69.0 67.4 64.8
連結コア自己資本比率 
（バーゼル３、国内基準） ％ ̶ ̶ 11.72 10.24 9.85 9.33

営業性資産残高（証券投資を含む） 億円 ̶ ̶ 8,124 10,374 11,436 14,300

銀行（SBI新生銀行）

単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

正常債権残高 億ウォン 75,966 95,311 121,915 133,735 111,256 108,037
うちリテール 億ウォン 54,120 70,421 92,017 98,221 83,313 82,336
延滞率 ％ 2.3 1.6 1.38 3.36 5.6 4.6

銀行（SBI貯蓄銀行）
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単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

公正価値評価の変動による損益および 
売却損益※1 百万円 20,305 66,342 131,285 △14,358 △17,729 67,118

PE投資事業の公正価値評価の変動による損益および売却損益の推移

単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

投資残高※2 百万円 459,574 614,462 712,920 682,448 795,420 892,539

投資実行額※3 百万円 140,465 107,056 117,791 98,931 122,879 129,591

投資実行数 社 206 195 257 254 330 292

Exit数※4 社 24 22 22 22 21 20

PE投資事業における投資・Exit実績の推移

単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

投資信託 億円 ̶ 33,598 42,963 66,322 85,616 91,443

投資顧問 億円 ̶ 4,700 5,092 5,703 4,459 5,197

合計 億円 17,301 38,297 48,056 72,025 90,075 96,640

投資信託等の運用資産残高の内訳

ファクトシート

地域別 金額 
（百万円） 社数

日本 257,231 442

中国 6,563 19

韓国 4,797 4

東南アジア 35,191 30

インド 5,926 8

米国 295,500 34

欧州 59,886 36

その他 90,519 48

合計 755,614 621

業種別 金額（百万円） 社数

インターネット・AI・IoT 193,175 174

フィンテックサービス 80,330 49

デジタルアセット・ブロックチェーン 284,385 34

金融 44,049 67

バイオ・ヘルス・医療 33,303 59

環境・エネルギー関連 6,038 9

機械・自動車 19,425 19

サービス 31,759 70

小売り・外食 2,979 8

素材・化学関連 5,605 7

建設・不動産 1,605 5

その他 6,938 14

外部／非連結ファンドへの出資分 46,050 106

合計 755,614 621

プライベート・エクイティ等の投資残高の内訳※5（2025年3月末現在）

非連結の当社グループ 
運営ファンドからの投資

金額 
（百万円） 社数

コーポレートベンチャー 
キャピタル（CVC） 35,589 166

その他 
（海外JVファンド等） 91,250 363

合計 126,839 529
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単位 2020年 
3月期

2021年 
3月期

2022年 
3月期

2023年 
3月期

2024年 
3月期

2025年 
3月期

口座数※8 万口座 5.7 12.2 31.3 63.5 80.7 165

暗号資産事業における口座数の推移（SBI VCトレード、ビットポイントジャパン）

活動実績 単位 ソーシング デューデリジェンス 投資実行

2023年3月期 社 2,143 121 55

2024年3月期 社 2,624 107 26

2025年3月期 社 2,808 62 29

SBIインベストメントにおけるディールソーシングの実績※6

出資約束金額（億円） 累積分配金（億円） リターン倍率（倍） IRR（%）

8,254 4,295 1.30 5.1

SBIインベストメントの運用実績※6、7

業種別 金額（百万円） 社数

インターネット・AI・Iot 28,859 35

フィンテックサービス 23,802 11

サービス 20,984 11

プライベート・エクイティ等の投資実行額の内訳 上位3項目※3（2025年3月末現在）

単位 SBI VCトレード ビットポイントジャパン

現物取り扱い銘柄数 銘柄 39 29

ステーキング対象銘柄数 銘柄 14 8

暗号資産事業における取り扱い銘柄数（2025年3月末現在）

投資先社数 
累計 国内 海外

2,708 1,613 1,095

投資・Exit実績の内訳※4（2025年3月末現在、社数）

Exit数累計
国内 海外

IPO M&A IPO M&A

382 179 23 130 50

※1  2020年3月期および2024年3月期の公正価値評価の変動による損益および売却損益については、2021年3月期および2025年3月期での一部子会社の所属セグメント変更に合わせて 
組み替えています。

※2  連結財政状態計算書の「営業投資有価証券」の内訳に、非連結の当社グループ運営ファンドの投資残高を加算しています。
※3 SBIグループによる直接投資およびSBIグループの運営する投資事業組合等による投資を合算して記載しています。
※4 投資先企業の株式公開（IPO）および投資先企業による公開会社との株式交換または合併（M&A）を行った数を記載しています。
※5 プライベート・エクイティ等の投資残高は連結財政状態計算書の「営業投資有価証券」の残高と一致しており、その内訳を記載しています。
※6 特定の投資家のみ組合員として運営しているファンドの実績は、含めておりません。
※7 SBIインベストメントの運営する投資事業組合等の償還実績（累計）について記載しています。
※8 SBI VCトレードとビットポイントジャパンの口座数を合算しています。
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従業員の状況（連結） 2022 2023 2024

従業員数（人） 18,756 19,097 19,156 

海外拠点における 
従業員数割合（%） 21.7 20.3 22.7 

海外従業員比率※2（%） 37.7 35.5 37.0 

従業員※1 （年度）

2022 2023 2024

SBI子ども希望財団 
助成実施金額（累計）（円） 約11億7千万 約12億1千万 約12億5千万

SBI大学院大学 
修了生（累計）（人） 479 576 694

社会貢献 （年度）

2022 2023 2024

内部通報窓口に寄せられた 
通報件数（件）※7、8 22 17 27

コンプライアンス （年度）

SBIホールディングス 2022 2023 2024

取締役人数（人） 14 15 15

独立社外取締役人数（人） 7 7 7

独立社外取締役比率（％） 50.0 46.7 46.7

女性取締役人数（人） 2 2 2

女性取締役比率（％） 14.3 13.3 13.3

監査役の員数 
（うち社外監査役）（人） 4（2） 4（2） 4（2）

経営諮問委員会の員数 
（うち独立社外取締役）（人） 8（7） 8（7） 8（7）

取締役の平均年齢（才） 54.5 55.4 56.3

取締役会への出席率（％） 98.9 97.3 99.6

独立社外取締役の取締役会への
平均出席率（％） 100 96.4 100

社外監査役の取締役会への 
平均出席率（％） 96 93.3 100

社外監査役の監査役会への 
平均出席率（％） 97 100 100

コーポレート・ガバナンス （年度）

2022 2023 2024

GHG排出量の 
推移（t-CO2）※4、5

Scope1 1,482 1,206 1,071

Scope2 12,030 10,367 9,797

合計 13,512 11,573 10,868

Scope3 1,286 5,496 5,921

SBI証券におけるSDGs債の 
発行支援件数（累計）（件）※6 42 45 54

SBI証券におけるSDGs債の 
発行支援金額（累計）（億円）※6 138 173 315

SBI新生銀行グループの 
サステナブルファイナンス 
組成額（億円）

4,513 9,396 12,632

環境 （年度）

SBIグループ国内連結 2022 2023 2024

平均勤続年数（男）（年） 10.2 10.3 10.6

平均勤続年数（女）（年） 8.7 9.0 9.3

平均給与（男）（円） 7,854,752 7,856,678 8,089,771 

平均給与（女）（円） 4,820,899 5,011,492 5,224,157 

退職率（%） 15.4 13.6 13.0 

社内公募等の利用者数（人） 168 140 154

従業員一人当たりの 
年間研修時間※2 13時間23分 13時間45分 10時間30分

人権研修受講人数（人）※3 5,427 7,524 10,913

SBIホールディングス 2022 2023 2024

女性管理職比率（%） 24.7 26.1 26.0 

管理職に占める 
中途採用社員の割合（%） 83.1 86.4 87.5

男女の賃金の差異 
（管理職）（%） 69.8 72.3 70.6

男女の賃金の差異 
（非管理職）（%） 95.9 96.1 94.7

女性社員の育児休暇取得率（%） 100 100 100

男性社員の育児休暇取得率（%） 33.3 50.0 60.0 

年間総研修費用（円） 60,781,642 108,738,000 101,033,598 

一人当たり平均研修費用（円） 239,298 329,509 281,430 

月平均残業時間 17時間1分 14時間8分 14時間3分
年次有給休暇取得率（%） 75.6 75.6 71.6

女性従業員の状況 2022 2023 2024

国内外
連結

女性従業員数（人） 8,133 8,287 8,381

女性従業員比率（%） 43.4 43.4 43.8

正社員採用に占める 
女性の割合（%） 37.5 34.2 39.6

女性管理職数（人） 920 1,050 1,127 

女性管理職比率（%） 19.9 20.1 21.5

女性執行役員数（人） 22 19 16

女性執行役員比率（%） 8.7 6.5 5.4

国内 
連結

女性採用者数（人） 1,327 1,101 1,138 

採用に占める 
女性の割合（%） 54.0 51.0 52.3 

※1  算出方法の変更やM&A等の影響により、年度間の数値の連続性がない場合があります。
※2 SBI新生銀行グループは除く。
※3  SBIホールディングスおよび主要グループ会社20社（SBI新生銀行グループ、SBI証券、SBIマ

ネープラザ、SBIインシュアランスグループ、SBIリクイディティ・マーケット、SBI FXトレード等）。
※4  集計範囲：SBIホールディングスおよび主なグループ会社の国内拠点を対象に、GHGプロトコル

で定義されるScope1（化石燃料等の使用に伴う直接排出）、Scope2（購入した電気・熱の使用に
伴う間接排出）、Scope3（事業者の活動に関連する他者の排出）の各排出量を記載。

※5  Scope3は出張（カテゴリー6）、通勤（カテゴリー7）が対象。2023年度から
SBI新生銀行グループを含む。

※6 2023年～2025年6月末時点の値を掲載。
※7  グループ共通およびグループ各社（連結子会社である国内の上場企業および

社員数1,000名以上の企業）における内部通報窓口へ寄せられた通報件数。
※8  各社・窓口で受領した件数の単純合計。また、当社には別途「ハラスメントに関

する相談窓口」があり、当該窓口への相談件数は上記件数に含まない。

ファクトシート

ESGデータ
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（単位：百万円）

前期末
（2024年3月31日）

当期末
（2025年3月31日）

資産
現金及び現金同等物 4,580,335 5,500,548
営業債権及びその他の債権 11,606,228 13,654,337
棚卸資産 240,398 225,550
証券業関連資産 6,165,370 6,588,887
その他の金融資産 567,190 748,788
営業投資有価証券 673,625 755,614
その他の投資有価証券 2,088,542 3,279,729
（内、担保差入金融商品） 388,333 489,009
再保険契約資産 24,270 25,939
持分法で会計処理されている投資 222,010 345,353
投資不動産 79,665 34,736
有形固定資産 133,777 144,938
無形資産 415,699 429,866
売却目的保有資産 184,001 185,234
その他の資産 138,766 177,735
繰延税金資産 19,515 16,176

資産合計 27,139,391 32,113,430

負債
社債及び借入金 4,477,079 5,721,388
営業債務及びその他の債務 656,571 749,758
証券業関連負債 5,527,306 5,737,795
顧客預金 13,002,239 16,033,881
保険契約負債 155,046 154,003
未払法人所得税 19,036 32,578
その他の金融負債 871,305 1,336,303
引当金 36,853 33,771
売却目的保有資産に直接関連する負債 138,506 135,770
その他の負債 286,443 311,163
繰延税金負債 61,661 103,227

負債合計 25,232,045 30,349,637
資本
資本金 180,400 181,925
資本剰余金 280,185 222,423
自己株式 △87 △96
その他の資本の構成要素 125,726 62,600
利益剰余金 675,985 794,556
親会社の所有者に帰属する持分合計 1,262,209 1,261,408
非支配持分 645,137 502,385

資本合計 1,907,346 1,763,793
負債・資本合計 27,139,391 32,113,430

連結財政状態計算書

連結財務諸表
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（単位：百万円）

前 期
自2023年4月 1日 
至2024年3月31日

当 期
自2024年4月 1日 
至2025年3月31日

収益 1,210,504 1,443,733
（内、受取利息） 500,112 527,523
（内、保険収益） 87,665 96,584
費用
金融収益に係る金融費用 △167,940 △195,510
信用損失引当金繰入 △112,765 △99,901
保険サービス費用 △79,173 △89,570
売上原価 △265,861 △280,604
販売費及び一般管理費 △405,759 △441,660
その他の金融費用 △41,713 △43,934
その他の費用 △13,060 △40,361
費用合計 △1,086,271 △1,191,540

負ののれん発生益 2,823 623
持分法による投資利益 14,513 29,474

税引前利益 141,569 282,290
法人所得税費用 △27,953 △93,132

当期利益 113,616 189,158
当期利益の帰属

親会社の所有者 87,243 162,120
非支配持分 26,373 27,038
当期利益 113,616 189,158

1株当たり当期利益（親会社の所有者に帰属）
基本的（円） 316.43 536.09
希薄化後（円） 285.60 512.67

（単位：百万円）

前 期
自2023年4月 1日 
至2024年3月31日

当 期
自2024年4月 1日 
至2025年3月31日

当期利益 113,616 189,158
その他の包括利益
純損益に振替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 5,615 △2,525
負債の信用リスクの変動額 △8 467
確定給付制度の再測定 △1,054 3,932
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 0 198

4,553 2,072
純損益に振替えられる可能性のある項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 △1,500 △11,144
在外営業活動体の換算差額 71,051 △66,916
保険契約の割引率変動差額 1,490 2,507
キャッシュ・フロー・ヘッジ △3,700 281
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 4,847 △1,027

72,188 △76,299
税引後その他の包括利益 76,741 △74,227
当期包括利益 190,357 114,931

当期包括利益の帰属
親会社の所有者 152,506 103,768
非支配持分 37,851 11,163
当期包括利益 190,357 114,931

連結損益計算書

連結包括利益計算書
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（単位：百万円）

前 期
自2023年4月 1日 
至2024年3月31日

当 期
自2024年4月 1日 
至2025年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前利益 141,569 282,290
減価償却費及び償却費 55,432 60,794
負ののれん発生益 △2,823 △623
持分法による投資利益 △14,513 △29,474
受取利息及び受取配当金 △531,906 △560,559
支払利息 206,078 241,302
営業投資有価証券の増減 △76,851 △158,617
営業債権及びその他の債権の増減 △936,261 △2,119,633
営業債務及びその他の債務の増減 141,447 △5,009
証券業関連資産及び負債の増減 △8,520 △213,595
顧客預金の増減 1,397,222 2,928,372
社債及び借入金（銀行業）の増減 678,701 556,359
債券貸借取引受入担保金の増減 163,695 92,874
その他 △166,379 146,986
小計 1,046,891 1,221,467
利息及び配当金の受取額 517,379 547,249
利息の支払額 △190,435 △224,007
法人所得税の支払額 △28,095 △35,964
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,345,740 1,508,745

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資不動産の取得による支出 △21,368 △1,477
無形資産の取得による支出 △43,480 △51,757
投資有価証券の取得による支出 △1,834,145 △2,589,620
投資有価証券の売却及び償還による収入 1,843,947 1,413,476
子会社の取得による支出（取得した現金及び現金同等物控除後） △7,030 109,452
子会社の売却による収入 2,499 2,327
貸付による支出 △176,344 △81,828
貸付金の回収による収入 158,211 141,656
その他 12,594 △2,684
投資活動によるキャッシュ・フロー △65,116 △1,060,455

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △146,991 310,178
長期借入による収入 113,489 211,805
長期借入金の返済による支出 △157,131 △176,157
社債の発行による収入 2,098,864 3,682,052
社債の償還による支出 △1,747,111 △3,311,115
株式の発行による収入 9,897 2,465
非支配持分からの払込みによる収入 9,608 568
投資事業組合等における非支配持分からの出資受入による収入 25,802 28,497
配当金の支払額 △40,929 △48,317
非支配持分への配当金の支払額 △4,461 △104,910
投資事業組合等における非支配持分への分配金支払額 △9,729 △50,946
自己株式の取得による支出 △12 △10
非支配持分への子会社持分売却による収入 17,773 63
非支配持分からの子会社持分取得による支出 △122,074 △81,542
その他 △17,823 △16,739
財務活動によるキャッシュ・フロー 29,172 445,892

現金及び現金同等物の増減額 1,309,796 894,182
現金及び現金同等物の期首残高 3,200,916 4,580,335
現金及び現金同等物に係る為替変動による影響 69,623 26,031
現金及び現金同等物の期末残高 4,580,335 5,500,548

連結キャッシュ・フロー計算書
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このページは、SBIグループを取り巻く事業環境について 

一層のご理解をいただくための補足資料として作成しています。

用語集

オルタナティブ 
投資

オルタナティブ投資とは、上場株式や債券などといった伝統的な資産以外の投資対象や投資手法です。主にプライベー
ト・エクイティ（PE）やプライベート・デット、不動産やインフラなどといった「オルタナティブ資産」と、ペアトレードやロン
グショート戦略、先物を活用した取引などの「オルタナティブ戦略」に分けられます。一般的にオルタナティブ投資は伝
統的な投資対象とは異なるリスク・リターン特性を有しているため、資産運用ポートフォリオに組み入れることによりリ
スクの分散が期待されます。近年、オルタナティブ投資への注目が高まっており、日本の年金積立金管理運用独立行政
法人（GPIF）をはじめとした世界各国の年金基金運用においても取り入れられています。

ステーキング 
サービス

ステーキングとは、保有する暗号資産をブロックチェーンネットワークに預け入れ、その安定稼働に貢献したとして報酬
を受け取る仕組みです。通常、ブロックチェーンのネットワーク形成に必要なブロック生成やトランザクション認証等へ
の関与には高度な専門性が必要とされますが、暗号資産取引所が提供するステーキングサービスを利用することで、個
人投資家も間接的にブロックチェーンの維持に貢献することが可能です。暗号資産をインカムゲインの源として活用で
きることから、近年投資家のニーズが高まりつつあり、当社グループ企業ではSBI VCトレードやビットポイントジャパン
が当該サービスを提供しています。

ステーブルコイン ステーブルコインとは、法定通貨などの資産を担保とし、価格変動幅を抑えるよう設計された暗号資産の一種で、低コス
トでの高速取引、改竄耐性といった暗号資産の長所と、価格の安定性や信用力を兼ね備えた次世代の決済手段として
有望視されています。世界的に普及に向けた規制整備が進んでおり、米議会では発行・管理方法について明記した
GENIUS法案や米ドル建てステーブルコインの規制枠組みを定めたSTABLE法案の審議が行われています。日本にお
いては、2023年に施行された改正資金決済法により、法定通貨に裏付けされた「担保型」ステーブルコインが定義され
ました。これにより、ステーブルコインの発行主体は銀行・資金移動業者・信託会社に限定され、仲介業者は電子決済手
段等取引業としての登録が義務付けられました。なお、海外発行ステーブルコインについては1件あたりの送金額の上
限が100万円相当額と定められています。

AML/CFT Anti-Money Laundering and Combating the Financing of Terrorism（マネー・ローンダリングおよびテロ資金
供与対策）の略。金融機関はAML/CFTに関するガイドラインや法令を遵守する義務があります。これまで日本は、国際
的な査察を行うFATF（金融活動作業部会）の審査によって非常に厳しい指摘を受けており、各金融機関等においても
適切な対応・対策の整備が急務の課題となっています。

NISA/iDeCo NISA（Nippon Individual Savings Account／少額投資非課税制度）とは、2014年から導入された個人投資家のた
めの税制優遇制度です。年間投資枠・非課税保有期間が設定されており、その範囲内においては株式・投資信託等の配
当・譲渡益等が非課税対象となります。iDeCo（individual-type Defined Contribution pension plan／個人型確定
拠出年金）とは、2001年に可決・成立した確定拠出年金法に基づいて実施されている私的年金制度です。老後の資産形
成を目的とした年金制度であることから、税制上の優遇措置が講じられています。NISAは2024年1月より新制度が開始
となり、年間投資上限額が引き上げられたほか、非課税保有期間が無期限となるなど、個人投資家が享受できるメリット
が大幅に拡大されました。また、iDeCoにおいても2024年12月から一部加入者の拠出限度額が引き上げられました。

ST ST（Security Token）とは、株式や債券、不動産など様々な実在する資産の価値に裏付けられた「トークン（代用通
貨）」であり、ブロックチェーンを活用したデジタル証券として、トークン保有者に収益を分配するなど、セキュリティ（証
券）と類似した性質を持ちます。海外におけるSTは各国の金融商品関連法令に準拠した金融商品として発行され、投
資家の信頼性や取引の透明性も既存の金融商品と同等に担保されると考えられています。日本でも2020年5月に施
行された資金決済法と金融商品取引法の改正法によって、STが金融商品取引法の規制対象であることが明文化され
ました。STの発行を通じた資金調達であるSTO（Security Token Offering）は、新たな資金調達の仕組みとして注目
を集めています。

Web3 「Web3」はブロックチェーンを基盤とした、「分散」「トラストレス」を特徴とする次世代のインターネットのあり方と言わ
れています。その前身である「Web 2.0」においては、中央集権型の巨大企業を介さずにはデータを所有・取引することが
できないため、情報が一箇所に集中することによるセキュリティリスクや、個人情報が巨大企業に独占される等の問題が
指摘されていました。「Web3」はインターネットに繋がった複数のユーザーの間で、取引情報を分散管理できるブロック
チェーンを用いることで、こうした問題を解消できると考えられています。
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沿革

2000  7月  当時日本最大規模となる出資約束金総額1,505億円の
ソフトバンク・インターネットテクノロジー・ファンドを
設立。

 9月  イー・トレード（株）が大証・ナスダック・ジャパン市場に
上場。

1999  4月  ソフトバンク（株）の中間持株会社として、金融関連分
野における事業活動を統括するソフトバンク・ファイナ
ンス（株）を設立。

 7月  ベンチャーズ・インキュベーション事業を行う事を目的
として、ソフトバンク・インベストメント（株）（現  SBI
ホールディングス（株））を設立。

 10月  イー・トレード証券（株）（現 （株）SBI証券）がインター
ネット取引を開始。

 11月  ソフトバンクベンチャーズ（株）（現 SBIインベストメント
（株））を完全子会社化。

2002  2月 東京証券取引所市場第一部に上場。

2005  7月  ソフトバンク・インベストメント（株）をSBIホールディ
ングス（株）に商号変更し、持株会社体制へ移行。

 9月  初の海外拠点として中国北京市に駐在員事務所を開設。
 10月  児童の福祉向上・自立支援を目的とした財団法人SBI

子ども希望財団を設立。

2006  8月  ソフトバンク（株）が子会社を通じて保有していた当社
の全株式を売却。

2008  1月 SBI損害保険（株）が営業開始。
 4月 SBI大学院大学開校。
 8月  （株）SBI証券を完全子会社化。 
 11月  FX取引のマーケットインフラを提供するSBIリクイディ 

 ティ・マーケット（株）がサービス提供開始。

2012  3月  中国大連市に中国事業統括会社として思佰益投資有
限公司を開業。

 4月  SBIアラプロモ（株）が開業。
 5月  SBI FXトレード（株）が開業。
 6月  対面チャネルで金融商品・コンサルティングを提供する 

 SBIマネープラザ（株）が開業。

2013  3月  韓国の（株）現代スイス貯蓄銀行（現 （株）SBI貯蓄銀行） 
 を連結子会社化。

2004  7月  モーニングスター（株）（現 SBIグローバルアセットマ
ネジメント（株））を子会社化。

2007  2月  アジア地域への投資拠点としてシンガポールにSBI 
Ven Capital Pte. Ltd.を設立。

 9月  住信SBIネット銀行（株）が開業。

2015  10月  タイ王国における初のインターネット専業証券会社と
なるSBI Thai Online Securities Co., Ltd.が開業。

 12月  フィンテック事業領域のベンチャー企業に投資する
「Fintechファンド」を設立。

2016  2月  SBI生命保険（株）が新規の保険引受を開始。

2019  9月   （株）島根銀行と資本業務提携。地方創生に向けた地域 
 金融機関との連携を本格化。

2021  4月  SMBCグループと合弁で大阪デジタルエクスチェンジ 
  （株）を設立。

 4月 SBI金融経済研究所（株）を設立。
 9月  大阪本社を設立。
 12月  （株）新生銀行（現 （株）SBI新生銀行）を連結子会社化。

2025  2月  Solaris SE社を連結子会社化。
 3月   （株）SBI新生銀行の公的資金返済に関する「確定返済ス 

 キームに関する合意書」を締結。
 5月  SBIネオメディアホールディングス（株）が開業。
 5月  SBIホールディングス（株）とNTT（株）が資本業務提携 

  を発表。
 7月   （株）SBI新生銀行の公的資金を完済。

2022  4月 東京証券取引所プライム市場へ移行。
 10月  SBI地銀ホールディングス（株）が銀行持株会社の認可 

を取得。
 10月  SBIリーシングサービス（株）が東京証券取引所グロー 

ス市場に上場。

2023  3月  住信SBIネット銀行（株）が東京証券取引所スタンダード 
 市場に上場。

 4月  レオス・キャピタルワークス（株）が東京証券取引所グ
ロース市場に上場。

 9月   （株）SBI証券がインターネットコースのお客さまを対象 
  として、オンラインの国内株式売買手数料の無料化（ゼ
ロ革命）を実施。

 11月  最大1,000億円規模の新たな旗艦ファンド「SBIデジタ 
ルスペースファンド」を設立。

 12月  大阪デジタルエクスチェンジ（株）が国内初のセキュリ
ティ・トークン取引市場「START」の運営を開始。

2024  4月  2024年3月にレオス・キャピタルワークス（株）の上場を 
  廃止し、新たに持株会社となったSBIレオスひふみ（株）
が東京証券取引所グロース市場に上場。

2017  8月  ロシアの商業銀行（現 SBI Bank LCC）を完全子会社化。

2020  4月  カンボジアのSBI LY HOUR BANK PLC.が商業銀行
ライセンスを取得。

 4月  SBIグループとSMBCグループが戦略的資本業務提携 
 を発表。

 4月  幅広い産業における革新的技術・サービス領域を主な 
  投資対象とした「SBI 4+5ファンド」を設立。

 6月 レオス・キャピタルワークス（株）を連結子会社化。
 8月  地方創生パートナーズ（株）を4社のパートナー企業と 

 共同設立。

2018  1月  「SBI AI&Blockchainファンド」を設立。
 6月  SBI VCトレード（株）が暗号資産の現物取引サービス 

  「VCTRADE」の提供を開始。
 9月  SBIインシュアランスグループ（株）が東証・マザーズ市 

 場に上場。
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『時務を識る』
経済界 
2011年11月

『森信三に学ぶ 
人間力』
致知出版社 
2011年2月

『北尾吉孝の 
経営問答！』
廣済堂出版 
2012年3月

『ビジネスに活かす 
「論語」』
致知出版社 
2012年5月

『活眼を開く』
経済界 
2010年11月

（英）：英語翻訳版 （中）：中国語翻訳版 （韓）：韓国語翻訳版 （越）：ベトナム語翻訳版

『時局を洞察する』
経済界 
2008年9月

『北尾吉孝の 
経営道場』
企業家ネットワーク 
2009年6月

『君子を目指せ 
小人になるな』
致知出版社 
2009年1月

『窮すれば 
すなわち変ず』
経済界 
2009年10月

『起業の教科書  
次世代リーダーに 
求められる資質とスキル』
東洋経済新報社 
2010年7月

『人生の大義』
講談社 
2010年8月 
（夏野剛氏との共著）

『安岡正篤ノート』
致知出版社 
2009年12月

『日本人の底力』
PHP研究所 
（中）復旦大学出版社 
2011年4月

『逆境を生き抜く 
名経営者、 
先哲の箴言』
朝日新聞出版 
（中）清華大学出版社 
2009年12月

『E-ファイナンスの挑戦Ⅰ』
東洋経済新報社 
（中）商务印书馆出版 
（韓）Dongbang Media Co. Ltd. 
1999年12月

『「価値創造」の経営』
東洋経済新報社 
（中）商务印书馆出版 
（韓）Dongbang Media Co. Ltd. 
1997年12月

『不変の経営・成長の経営』
PHP研究所 
（中）世界知識出版社 
（韓）Dongbang Media Co. Ltd. 
2000年10月

『E-ファイナンスの挑戦Ⅱ』
東洋経済新報社 
（韓）Dongbang Media Co. Ltd. 
2000年4月

『中国古典からもらった「不思議な力」』
三笠書房 
（中）北京大学出版社 
2005年7月

『人物をつくる』
PHP研究所 
（中）世界知識出版社 
2003年4月

『何のために働くのか』
致知出版社 
（韓）Joongang Books 
2007年3月

（ポケット版）

（文庫版） （文庫版）

『進化し続ける経営』
東洋経済新報社 
（英）John Wiley & Sons, Inc. 
（中）清華大学出版社 
2005年10月
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